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1課 題 の 限 定
　
わ が国 のr中 小 工業問題」 の1歴史的系譜 は,… 般 に 「在 来工業問題 」か ら 「小工業問題」,さ ら
に 「中小工業問題」へ と展開 してきたとされている。 しか し,機 械工業部 門において この流 れ をそ
の まま受 け入 れ ることはで きない。無理 に適合 させ よ うとすれば,そ れは生産 力の発展 に 目を奪わ
れた形 態重視 の一面的捉 え方 であ ろ う。 ここであげ る機械 工業部 門にお ける 「中小工業問題」 は,
上 にあ げた 「問題 」 の歴史的系譜 をた どった ものではな く,特 殊 日本的 性格 の もっとも顕著 な形 を
有す るものであ る。
機械 工業部門におけ る 「中小工業問題」の形成 は,政 府 の手厚 い保護 を受けた一部の特権 的資本
が形成 した市場(特 権的市場)が 中小工業の存立条件を規定していった輝程で登場 したものであっ
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た。それは,特 権的市場 つ まり周 囲 を独 占体 の壁 で固め られた市場の周 辺分野 に存在 す る中小 工業
が,特 権的 市場 を媒介 と した支配機構 のなかに存 立基 盤 をおかなければな らなか った とい うことで
ある。そ して独 占間競 争の 「しわ よせ」が非独 占資本 と しての中小工業へ,さ らにそ こで働 く労働
=者へ転嫁 され るとい うことであ る。
ひ とたび大工業に よる中小工 業の支配機構 が形成 され ると,生 産 力の発展 を もって中小企業 の独
立性 を求め ることは困難 とな り,生 産 力の発展 は中小工業 に対 す る大工業 の支配 の方法 を変 えるだ
けで,独 占体 を頂点 とす る全機 構は本質 を変 えるに いた らな いと思われ る。
独 占体 を頂点 とす る全 機構は,階 層構造 とな って 「しわ よせ」 を一方的 に下層 へ押 し付 けてい く。
その典型 と しg下 請制 とい う支配 の形 態が形成 された。下請制 は,独 占体 の中・1・工業 に対 す る収奪
を実現す る方法であ り,そ れはつ まり,中 小工業の労働者に対す る二重の搾取 の機能 をはたす もの
であ る。それゆ え,.生産 力の発展 と労 働者の性格 が変化 した ことに よ って,彼 らを搾取す る支配 の
方法は変化 してきた ことにな る。産 業資本同 、ヒが,あ るいは産 業資本 と資本 とは いえない零細 な経
営が直接取 引関係 を結ぶ 以前 は,両 者 の間 に問屋 二 商業資本 を介 在 して大工業 た る大 資本は間接
的 に中小工業 を支配 していた。 この方 法は,さ らに発展 して問屋 が 自ら生産 者へ と転化 した り,大
工業 が商業資本的機能 を もち合わせ ることによ って近接的 に 中小 工業 を支配 してい くようにな った
ので ある。 それは同時 に,そ れ までの様々な性格 を もつ労働者 を近代 的賃金労働者へ と転化 させ,
独 占資本に と っての二 重の搾取 を一層 容易にす る もの と な った。 「中小工業 問題」 が歴 史的性格 を
色 濃 くもっ と同様 に,下 請制 も歴 史的 性格 を もつ ものであ るといえ よ う。
こ うした点 を考慮 す ると,「中小工業問題」 のかな りの部分 を占め る下請制 の問題 は,独 占体 に
よ って形成 された特権的 市場 とその周 辺に形成 され る市場 との結 び付 きをいか に捉 えるのが とい う
ことと,周 辺 の市場 に存立基盤 を置 くものの性格 によ って規 定 され る。 この規定 に基 づいて今 口的
に下請制 を捉 え直す ことの意味は,戦 前か らみ られた視点,す なわ ち 「中小工業問題 」におけ る下
請制 を特 殊 日本的問題 と して位 置づけ る視 点か ら,生 産 システムとして下請関係 を評価 す る方 向へ
の展開 のなか で変化 した ものはなにか,貫 徹す る ものはなにか を明 らかに す るとい うことである。
戦 前か らの 「中小工業問題 」の捉 え方は,日 本 資本主義の構造 的特 質 を解 明す るこ とに重点 がお
かれていた。 そ して,独 占資本 の支配機構 の典型 と して ド請制が取 り,上げ られて いたのであ る。 し
か し,今 日の下請 制 を捉 える視 点は,「生産 システム」 として,経 済性 ・効率性 を重視 す る傾 向が
強 くな:って きている。
それゆえ小稿 では,「中小工 業問題」 が社会的問題 とな りつつある大正期 において,大 工業 が中
小工業 をいか に 自己の支配機構のなかに取 り込んでい ったのかに注 目 し,大 工業 の経済性 ・効 率性
追 求のみを重視す ることか らは下請制 の特殊 日本的性 格 を認識 す ることが困難で ある ことを確認 し
たい と考 える。
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そのための方法 は,ま ず,わ が国 の機 械 工業 がいかな る発展 の経緯 をた ど ったか を確 認 し,そ の
なか での独 占体 の動 きを捉 える ことか ら始 めなければな らない。 その後 に 中小 工業分野 として周 辺
的 に形成 され る市場 を既成 の市場 とのかかわ り・において全機 構 と して捉 えて い くことにす る。
2機 械工業の発展と市場形成の特殊性
(1)機 械工業の生成と肇犀.
わ が国 資本主義 の発展が,い わゆ る 「上 か ら」 の資本主義化 といわれ,破 行的発展過程 をた どっ
た ことは周知 の ことであ る。 それは,「富 国 ・強兵 」 を政 策の中心 に置 き,国 家的資本な らび に財
閥 に急速 な資本蓄積 をな さ しめた結果 であ った。政府 は積極的 に先進 国か ら近代 的な機 械制 大工業
を導入 し,国 家 によ る保 護の下で その育成 をはか った。す なわち国家に よる資本蓄積 条件 を付 与 さ
れた近代的機械制工業(大 工業)の 発展 の速 さは,在 来 の産業部 門 との間に様 々な隔絶 を生 じさせ
るこ ととな る。
その代表的 な ものの一つ と して機械工業 があげ られ る。 この分野 の起源 は,幕 末 に幕府 や各藩 が
所有 していた造船所 や兵器 製造所 を明治政府 が官収,再 編 して政府 主導 の工場 と した ものであ る。
明治政府 は,そ れ らの工場 を経 営 することに よ り工業振興 をはか ったのであ る6こ の政府主 導 の工
場(官 設工場,軍 工廠)を 牽 引 力と して発達 す ることにな った機械工 業は,も っぱ ら先進 諸国か ら
の輸 入機械 に依存 した体制 がつ くられ る こととな った。 この体制 が明治 期 を通 じて一貫 してお り,
機械 工業発展 の特 殊性 をもた らす原因 とな ってい く。
くわ えて官設工場,軍 工廠 への極 端な集 中が,民 間 の工場 との問 に著 しい格差 を生 じさせ る こと
とな り,設 備,人 員,技 術 な どで民 間資本 の発展 の極端 な肢行性 を もた らしてい った。
日清戦 争前に設 立 された主 な工場 をみれば,そ のほ とん どは官設 の ものである。 いわゆる 「町工
場 」 と呼 ばれ,広 汎 に存在 していた小規模 の工場(工 場 とはい えないない ものが ほ とん ど)は,在
来 の多様な分 野の職 人 が営 んでいた ものであ って,「在来工業」 の範 疇 に含 まれ るもの と考 え て も
差 し支 えない と思 う。
こ うした 「町工場 」 も含 め,民 間 資本 に とって機械 工業発展 の画期 とな ったのは,1894年(明治
27年の 日清戦 争で あ った。「町工場」 につ いては在来工業か ら小工業へ の移行 として捉 え る。 この
　
戦争以降,軍 需 工業 は飛躍的 に発展 し,関 連市場 が巨大化 したのであ った。 これに よ り生 じた当該
分野 での好況 は企業熱 を旺盛な もの と して,多 くの資本 の機械工業分野へ の進 出が顕著 にみ られ る
ことにな る。 しか し,こ うした状況 は一時的な ものであ った。 日清戦争 以降 の政策 方針は,軍 事関
連の事業は軍工廠 を拡大 す ることに よ って補 うとい うことと,輸 入機 械依存 とい うものであ り,民
間資本 とのかかわ りは大 資本=財 閥 と,一 部の もののみに限 られていたのであ った。 これに よ り,
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あ らゆ る面で基盤の弱 い まま,需 要増大 に任 せて進 出 した もの の多 くは撤廃 を余儀 な くされ,基 盤
の確 固 と し.たもののみが存続す ることが できた。
明治期 にお け る機械工 業の発達 は,ほ ぼ次の3つ の過程 が み られ る。
1)造 船業か らの展開(官 設工場,軍:工廠 の払 い下げ も含 む)
2)鉱 山にお け る機械修 理か らの発展(同 上ン
3)技 術者達 の万能 工的作業か らの発達
この よ うな3通 りの発達過程 をへ て,民 間 の機械工業 も次第 に整備 されてい く。 この3つ の側面
か らの発 展 の経緯は,造 船業 ・鉱業 か らの独立,分 化 に よ って成 り立 った もの(す な わち政府 の保
護 ・育成 を受 けた もの)と,有 力な個人(幕 末 の人 派,職 業学校 にお ける人脈 な ど)の 経 営す る小
工:場か ら成 長 す るもの とが巨大化 す る一方,先 にふれた 「町工場」 の駆逐 とい う二極分化 をと もな
うことをお さえておかねばな らな い。すなわ ち民間工場 の規模 の大 きな もので,設 備 の完全な もの
ゆ
は少 な く,一一蔀 の大工場 以外 は著 しく立 ち遅れていた ことである。
(2)特 権的市場 の形 成
民間資本 の機械工業部門 への進 出は,財 閥 資本が当初か ら独 占体 を形成 しての ものであ った。す
なわ ち,多 数 の小 資本が機械 工業部門へ進 出 し,市 場 におけ る競争 を通 じて他 の資本 を淘汰 し,競
争 力を強 めな が ら発達 す るのではな く,既 成 の独 占 ・大 資本=財 閥が生産 工程 を分 化,あ るいは
独立 させ た りして きずかれた ものであ った。'
この ことが示 す意味 は,わ が国の機械 工業部門 におけ る独 占 ・大 工業は,自 由競争 を通 じて小工
業か ら中工業,さ らに大工業 へ と自立的発展 に よって形成 された のでは な く,当 初 か ら独 占 ・大資
本=財 閥 の形成 ・成熟 が,部 門全体 の 自然的,自 発的成熟 をな さない ま ま展開 した とい うこ とで
あ り,後 追 い的 に出現す る中小工業は,す でに形成 された独 占的市場に おけ る規制 の枠 内に存立基
盤 を置かな けれ ばな らなか ったのである。 ここでは そ うした独 占的 市場 すなわち特権的市場 の形
成 過程 を考察 す る。
前節 でみた よ うに機械 工業部門は,官 設 工場 や軍 工廠 へ の集 中度 が非常 に高 く,必 然的 に民間資
本 の役割 は相対 的に小 さな もの とな らざ るをえなか った。 さ らに民間 資本 にあ って,財 閥 とい う特
権 的資本 とそれ以外 の もの との格差 も非常に大 き く,二 重 の隔絶 とい った状態が まさに それであ っ
た。民間資本にお ける隔絶 の発端 は,官 設工場 の払 い下 げ政策 に求め られ る。払 い下げ を受けた特
権 的資本は,軍 需 を中心 として市場 規模が拡大す る展開 のなかで,'次第 に技術 力を高 め,生 産 力を
高め てい った。 しか し幾分技術 力 を高めた とはい え,欧 米 の先進諸国 には到底及 ばず,生 産手段 は
外 国 に依存 す るほかはなか った。 この依存体制 は明治 期 を通 じて一貫 してい る。 こうした状況 のな
かで,生 産財生産 部門は,外 国製品への依存 を主 と して,一 部 の特権的 資本に限 定 され ることが条
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件付 られた。
こ うした条件 の下 で増加 す る工場 は,大 工場 の機械 生産部門 が独 立された り,修 理部門が独 立 し
てい った もの も多 くみ られ る。今 日のいわ ゆ る 「分社化」 に類似 した動 きが この段階 でお こなわれ
ていたのであ る。
日清戦争 の勃発 した1894年(明治27年)の 工場 総数は5,985件であ り,そ の うち原動 力を用 い
ていた工場 は2,409件で,全 工場数 に占め る割合 は40.3パー セ ン トであ った。 日露戦争勃発 の前
年1903年(明治36年)で は,工 場総数8,274'件,その うち原動 力使用工場数 は3,741件で,全 体
ゆ
での割 合は45.2パー セ ン トとな る。 これは,手 工業,マ ニュフ ァクチ ュアか ら工場 制工業の性格
を強 めて い った ことを表 す1つ の指標 であ る。 この変化は,労 働 力 を工場(資 本 の もとに)に 集中
させ ること,つ まり広汎 に分 散す る搾取 の対象 が資本の もとに結集 され るとい う結 果 を導 き,民 間
資本 の資本蓄積 を容易 にす るもので あ った。
さらに民間大 資本 の資本蓄積 を容 易に したのは,当 時 の農 業問題 であ った。 つ ま り当時 の農村 は,
農業 の商 品経済 化以降 の慢性的貧 窮状態 一 さ らには封建制 を払拭 するこ とので きない状態 一 が
　の
続 き,農 業収入 のみ では生計 を維持 す ることがで きない状 況 であ った。 そのため都声部 に収入 を求
め るのであ るが,彼 らの存在 こそが停 滞的,慢 性的過剰 人 口を形成 す るこ ととな り低賃金労働 力の
源泉 とな った。既成 の大資本は この低 賃金労働 力を直接利用 す ることで資本の蓄積 を優先 させる こ
ととな ったが,そ のた めに技術面 での停 滞は不 可避 の もの とな った。 また民間資本 が優秀な熟練工
ではない低賃 金労働 力を使わ ざるを得 なか っ.た理 由は,こ う した経 済的理 由か らだけではな く,優
秀 な職 工 ・熟練工(労 働 力)が 官設工場,軍 工廠 に集 中 していた とい う構 造的な点 もあげ られる。
19G7年(明治40年)の 資料 が示 す よ うに(表1参 照),各種機械 器具部 門で全工場 数 のほずか6
くの
パーセ ン トにす ぎない官設の工場 に約60パ ー セ ン トの職工 が集 中 していた ので あ り,民 間資本 に
と って景況 変動 による労働人 口の需給 調整 は困難 であ ったわけで ある。 この農業問題 に基礎 を置 い
たか たちで存在 す る労働 力を近代 的賃金労働者 た ら しめ ることに よ り民間 資本 の蓄積 が推 進 され,
搾取 の機構 が形成 されて い ったの であ る。 この ことについては次第で述 べ る。
資本の蓄積,さ らには搾取機 構 を形成 した大 資本 は,政 府 の保護 もあ って市場 の 占有 を可能 と し,
独 占体 を形成 し》 収奪機 構 を確 立 してい ったので ある。 すなわち それは,こ れ まで内部 にあ った生










出所:日 本工学会 『明治工業史,推 挙 ・機械編』1930年,5ペー ジより。
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産 工程 を分解 し,外 部 に出す ことで垂 直的分 業 と して社会化 させ る ことであ り,浸 透 させ る ことで
あ った。 ここにお いて独 占 ・大資本 は,他 方 で農村部 か らの労 働 力 を吸収 し,彼 らか らの搾取 を基
盤 と して資本 の集積 ・集 中を高め,一 方 で当該部門 での特権的 市場 を形成 す る ことに よって,新 た
に参入す る資本 に対 し,市 場 を媒介 と した支配が容易 に展開 す ることの できる機構 を創 り上げ る基
礎 が きずかれて い った。




日露戦争以降 の政 策方針 や転換 の軍需の増大 に よって機械 工業分野へ大量 の労働 力が流 入 して く
ると同時 に,小 規模 の工場数 の増加 も目立つ よ うにな った。 すなわ ち,軍 工廠 の拡 充のみでは強大
な軍事 力を形成 す ることは困難 とみた政 府ば,民 間 資本 の動 員 をはか ることに したか らであ る。
日清戦争 か ら玉 露戦 争 までの10年間 は,軍 需 の民間への発 注は閉 鎖的 であ り,こ の時期 に淘汰
され た工場 の数 はかな りの ものであ った。 しか も,1907年1(明治40年)の 世 界的恐慌 の影響 を う
くの
けて 日露戦争後 の方針転換 に よ り基盤 の弱 い工場は大 きな影 響 を受 けた。
しか し,こ う した影響 を乗 り切 って:存続 す る ことのできた工場 は,技 術 をは じめ とした それな り
の基盤 をもった ものであ り,先 にみた大工場 の 「分社化的創 業」 による工場 の基礎 も固 まってい く。
この段階 は,い わば 当該部 門の優 良工場 の選別期 であ った と も考 え られ る。 同時 に,民 間資本 にと
っては景気の変動 をとお して経済性 を追求す る契機 であ った こと もみてお く必 要があ る。
この経験 を踏 まえた後,第 一次世界大 戦 の勃発 に よ り状況 は,新 たな展開 をみせ る。 それは ヨー
ロ ッパの市場 が戦 争経済 状態 とな り,ヨ ー ロッパか らの機械輸 入 が困難 とな ったため,そ れ までの
生産 手段 の海外依存体制 は足元 をす くわれ,国 内の生産手段 生産 部門 の強化 をはか らなけれ ばな ら
ない状況 にな った とい うことであ る。つ まり,新 たな需要 の増 大,市 場 の拡大 であ った。 これによ
り,当 該部 門での需要は増 大 し,他 の産業,工 業分野 か ら多 くの労働 力が流入 してきた。彼 らの う
ち多 くは 当該 部門 におけ る技術 を全 くもって いない ものであ り,需 要増大 によ る刺激 が こ うした行
動 をとらせた もの で あ?た ・ そ の内訳 は,農 業 か ら41,431人と最 も多 く,次 い で同種 工業か ら
32,827人,商業か ら3,790人,漁業 か ら1,800人,鉱業か ら210人,他種 工業か ら4,803人,その
く　ラ
他17,236人であ る。 農i業か らの労働 力流入 が最 も高い ことは,前 節 で述べ た ように労働 者が近代
的な 貸金労働者へ移行す る際 に,低 賃金労働 力の供給源 とな ってい く点 で重要 な事象 であ る。
また,も と もと機械工業 におけ る労働者は男子労働者,熟 練 工な どが 中心 であ'り,婦女 の労働 力
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は相対的に少ないもの砺 つたかぎ1鮒 の家論 鋤 的労働と`よ区別されるものであった。つまり
それ は,当 該 分 野 へ の 流 入 が,賃 金 労 働 者 と して の性 格 を もつ こ と とな る こ と が 定 式 化 され て い た
とみ られ る。





出所:農商務省 各年 『工場統計表』より 。
労働 力の増 加に と もな う工場数 の増加 もみて おかなければな らな い。
職工数5人 か ら29人の工場 が機 械工業全体 で 占め る割合 は,第 ・一i次世界大戦勃 発 の1914年(大
正3年)で87.4パ ー セ ンi・と最 も高い比重 を占めてい る。 これ に職 工30人 か ら49人 までの工場
を加 える と94.7パー セ ン トを占め ることとな る。 職 工5人 以 下の ものは統計 に表 れな いが,彼 ら
を加 えれば,さ らに その比率 を高 め るもの と推察 され る。









































それに もかかわ らず小規模 工場 の社会的地位 は低い ものであ った。なぜ な らその技術は未熟 で,
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設備 も整 った もの とはいえない工場 が多 く,当 然 製品 の精度 を期待 す るこ とは で きなか ったか らで
あ る。先 にみた よ うに,明 治 期か ら一貫 して生産 手段は輸入 に存依 していた ため国内では特権 的資
本が独 占体 を形成 し,市 場 を占有 していた ほか,生 産 面 では特権 的 資本,そ れ に準 ずる大工場 が一
貫生産 を主体 と してお り,小 規模 工場 の役割 は小 さな ものであ った。
しか し,こ の条件 を独 占 ・大資本 は,独 占体制 の強化 に向けてた くみに用 いたのであ る。 それは,
限 られた部品 の生産能 力 しか もた ず,さ らに製 品の精度 を期待 す ることの できない小規模工場 が,
何故広汎 に存立 しえたのか とい う点 につ いて大 き くかか っている。つ ま り,中 小規模 の工場 を特定
の生産 部門 に特化 させ る ことであ った。
それに よる経済性 の追求(経 済的 根拠)は 以下 の4点 に集約 させ るが,こ れ らは第 一一次世界大戦
前 の恐慌 に よる影 響が もた らした もの といえ る。
1)大 規模 工場 の一貫生産 に よる コス ト高 の回避
2)豊 富な低賃金労働 力の利 用 、
3)小 規模工場間 の過 当競 争に よる単価引 き下 げ
4)景 気変動 の リスク回避
こ うした経済的根拠 の もとに1小 規模 工場 汎 独 占体 を頂点 とす る階層的 な機 構 のなか で広汎 に
存在 す ることが可 能 とな った。 さらに過 当競争 によ る単価 引 き下 げのなか には,納 期の短縮 や精度
の追 求 とい った効 率性 への追求 も含 まれる もの と理解 され る。 なぜな ら,そ うい った効率性 の追 求
は ア イ ドルネス コス ト(IdlenessCost)などの削減 に通 じる経済性 の範疇 に入 る ものであるか らで
あ る。
また・ この経済的根拠 を一一層 刺激 した のが,1916年(大正5年)の 工場法 の施 行 であ った。は じ
め資本側は ζの法律 の制定 を拒 んだが,そ の理 由は資本 が労働者保護 の経 費 負担 にた えない とい う
しゆ
ことと・労使 の主従関係 が崩 れる とい うことで あ った。 しか し,同 法が施 行 され ると内部 の問題 を
外 へ転嫁 す ることでこの資本側 の不満は解消 しは じめたのであ る。その結 果,大 規模工場 に とって
の中小 工業・特 に同法の適応外 の規模 の工場 に対 す る経済的強制,経 済外 強制 の強化 が もた らされ,
搾取 ・収奪 の機構 が合法化 され る ものとな った。 その適応範囲は,従 業員15入 以上 の工場 であ り
(後に改正 され・ 従業員10人以上 の工場 が適 応範 囲 とな る),そ れ以下 の規模 の工場 は合法的 に労
働強化 が許 された よ うに思 われ る。 これは先 にあげた4つ の経 済的根拠 ・経済 性の追 求 を法的に容
認 す るものな のであ った。
(2)大 工業による中小工業支配の機構の形成
機械工業部門においては第一次世界大戦以降,軍 需増大と独占体による中小工業の利用によって
(もちろ働 力化の進展の進展による影響も考慮 しなければならな・13中小工熟 よ,その領励 広
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げてきたが,そ れは機械制 工業に よる近代 化が進 め られた こ とを意味 する ものではない。すなわち,
古い問屋制的機構 を維 持 した まま,手 工業的性格 や経営 の零細性 を克服 で きずに問屋制 的形態 との
　ラ
絡 み合 いにおいて中小工業 は,従 属 的な在立形態 を展開す る こととな ったのであ る。
さ らに この中小工業 を支配 す る大資本 の形成 は,資 本蓄積 が特権的 にな された財閥 資本 を中心 と
してお り,競 争 を通 じて資本の集積 ・集 中が行 われた ものではない とい うころに重要な意味 を もつ
こととな る・すなわ ち,機 械工業 におけ る中小工 業の生成 は,す でに形成 された独 占の 中で制約 を
受け ざるをえな い存立基盤 に基 づいた ものであ った とい うことであ る。
当該部門での分業体制は,直 接軍事 に結 びつ く分野(造 船,車 両,電 気機 械な ど)で は軍工廠,
財 閥 資本 を始 めとす る大資本 がその生産 を担 当 し,軍 事 とは直接 関係のな い もの や,部 品生産 な ど
は中小工業 の市場 と して開か れ ることとな った。 しか し,こ の段階 におけ るわが国 の機械工業,そ
の中での中小 工業 の技術的水準 は欧米 諸国 と比較 して未だに未熟な もの であ り,特 に生産財生産部
ロの
門の未熟 さは如何 ともしがたい状況 であ った。量的には圧倒 的多数 を占めていた とは いえ,こ の技
術的低水準 のため,軍 工廠 あ るいは民間大資本(財 閥)と 中小工業 との間 で社会的分業 の形態 をと
ることは困難 であ った。
さ らに軍工廠 と民間大資本 との問 の技術的水準 に もかな りの格差 があ り,軍 工廠 は,軍 事生産 を
自己の工場 内で一貫生産 した り,あ るいる外 国 か らの輸入品 に依存 している ことが多か った。 これ
は民間 の大 資本 二 財 閥で も同様 であ り,コ ス ト高 を覚悟 で製 品の一貫生産 を自社 工場 でお こ な っ
ていた。 とい うのは機械 の完成 品 を生 産す るカは 中小工業には もちろんな く,部 品生産 につ いて も
その精度 は きわめて劣悪 であ った ことが原因 である。
しか し大 資本 は・前節で あげた4つ の追求,そ れを透行せ ざ るをえない ことを認識 させ られたの
であ る。 そのため,広 汎 に存在す る低 賃金労働 力 を間接的 に係用 す る媒介 と して中小工業 を生産 工
程 の中に取 り込 み始 めた。 この動 きのなか で中小企業 に開か れた 市場 は,大 工業 が包括 していた一
部 を分解 した もので あ り,大 資本 に とって生産工程上 の補完的役割 を果 たす ものに過 ぎなか った。
ゆ えにゴ 中小工業が独 自に製品市場 を形成 しよ うとす ることは不 可能 であ った。そのため,次 第 に
動 力化 を進 めて近代 工業形態 を 目指 し始 めた中小 工業 に とって直面 した障壁 は,軍 工廠 との隔絶 ・
既成 の独 占資本 であ った。 よ うや く成長 し始 めた中小 工業 に とって この壁 は大 き く,こ こにおいて
中小工業は,生 産上 のかかわ りか ら大 資本 の外 業部 としての位 置づけがな されてい くとともに,独
占資本 の支配 の下 に存 立す ることとな ったのであ る。 この中小工業 の存在 について山 田文雄 氏は,
その著書r中 小工業経済論』 のなかで 「周辺 に散在 して,中 核(巨 大工業)の 運 動に依 り動 か され,
　
引きず られてい る受動的周辺的存在 であ る。」 と位概 づけ られ てい る。
この段階,す なわ ち機械 工業 におい て工場制 工業が一一般 的 とな った段階で,わ が国にお けるr中
ロの
小 工業 問題 」が社会 的問題 と して確 立す るにいな った とみ るべ きである。
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当時 「中小工業問題」 の捉 え方(… 般 には 「小工業問題 」 と認識 きれてい る)は,労 働問題,失
業 問題,金 融 問題 とい った ものでみ られていたが,そ の本質は独 占 ・大 資本 に よる中小工業 支配 ・
従属=収 奪機構 の確立 であ った。 そ して,こ の支配 ・従属関係 は生産 力の発展 によ り,問 屋=商
業資本 を介在 レた間接 的な ものか ら商業資本 を排 除 した直接的な ものへ と移 行 してい くのであ る。
ただ し,こ の段階 では,商 業 資本 を介在 した間接的な支配 をお こな ってい るもののほ うが多 い。
しか し,こ の支配 ・従属 関係=収 奪機構 を全体 と して掌握 す るのは独 占 ・大資本=財 閥 資本 で
ゆ
あ る。 つ まり当時 中小工業 を実際 に支配 した問屋=商 に資本 は,生 産 力の未発達 な点 を補 うため
の支配 手段 の現れであ り,こ の収奪機構 の全構成 にお いては独 占 ・大資本=財 閥の中小工業支配
の手段 と しての存 在 と しで捉 えられ る。生 産力の発展 は,そ れ に基 づ く支配 方法 を変化 させ るが,
これ につ いては次第で考察す る。
(3)下 請 制工業 の萌芽 と問題 の本質
機 械工業は その生成以来,「Eか ら」 の 資本主義 を体現 する ことに よって,特 権的 資本lb9特権的
市場 を形成 して きた ことをみた。特権 的市場 の形成 は,中 小工業 を大工業 の生産⊥ のかかわ りのな
かで外業部 的役割 を条件付 け ることとな った。 この条件 の下で大工業は,中 小 工業 を収奪 機構 の枠
の 中に取 り込んで 自己の資本蓄積 を展開 して きた。 中小工業は,こ の収奪機構 の中では労働者か ら
の搾取 を強化す ることで対応 していかなければな らず,こ の点 のみが表面化 し(む しろ誇 張 され),
「中小工業問題」 を労働問題,失 業問題 とい った個 々の狭 い視 点で捉 えていた。
しか し,「中小工業問題」の本質は,収 奪機構 の形成 のなかで結 ばれ る支配 ・従属 関係 を独 占資
本対非独 占資本 とのかかわ りで捉 え,そ の下で一般的 に展 開す る不 等価交換 とい う対等 でない関係
の側 面 と,そ の不 等価交換 た よって生 じる予盾 を労働 者へ転嫁 してい く側 画 とい う二 つの側 面 にあ
る。つ ま り,中 小工業で働 く労働 者は資本 ・賃労働関係 に よる矛盾 と,当 面 の中小 資本 の背後 にあ
る独 占 ・大資本か らの攻勢 を受 け ることにな るので ある。
この観 点 にた って大正期 の機械工業 をみ る場 合,こ の時期 に問屋 業が介在 する必要性 は,生 産 力
構造の未発達,つ ま り企業熱 が高 まり中小工業 が籏生 してい くなかで,物 を作 ることにだけ特化 し
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た ものが,そ の販路 を求め る力 を持 たなか った こ とと,財 閥 資本 が商 事部門 を中心 に発展 して きた
ことに起 因する。 すなわち,購 買一 生産 一販 売 とい う展開 で,大 工業 は この全 ての過程 を網羅 し,
中小工業は生産 にのみ特 化 し,商 業 資本は大 工業 との間 に入 って中小工業 の前後の過程 を握 ってい
たのであ る。商業資本 に よる購入 ・販 売 を基 礎 と した問屋支配(前 期的独 占)は,生 産 力の発展 に
よ り,そ の支配 力を弱 め られてい く。そ して次に新 たな支配 の手段 として経営権 への介入 が始 まる。
生産 力の発展 は手工業 をマ ニュフ ァクチュアと発展 させ,さ らに機械保工業 へ と移 行 させ,労 働
者 をその も とで働 く賃金労働者△ と変 えて きた。 この移行は,.一資本単位 において,よ り直接的な
搾取 を可能 とす る もの であ り,全 機構 と して収奪機 構 を複雑 な ものか ら単純 な ものへ と した。 それ
が下請制 への移行 であ り,産 業資本 の商業資本的 支配の形 態 である。
かつて小宮 山琢二氏 が中小工業 の存 立形態 を従属形態 と独 立形態 とに分類 され,従 属形態 が生産
力の発 展 とと もに変化,.やがて等価 交換 を基礎 とす る社会 的分業形態へ移行す るとい う図式 を以下
ゆ














の も少 な くな い。 これ につ いて中村秀一郎氏 は 「雇用形態 の転 化」 と してみて お られ る。雇用形態
の転化 とい う意味 では社会的分業 とは まった く異 質の ものであ る。
分業 とい うことで みれば,こ の現象 を中小工業性製 品の属性 によ る大工業周辺 市場 へ の埋 没で あ
り,中 小工業 が資本一般 と しての運動 を自立的 にお こな えな い状況 をつ くりだ した点で,中 小工業
部 門の特 殊性 として片付 け られ るか も しれない。 しか し,問 題 は部門 の特殊性 ではな く,そ の基礎
とな る商品交換 が価値 どお りにお こなわ れな いとい うことであ る。
資本 主義 におけ る独 占間競争 は,常 に特別剰 余価値の創 出 をめ ぐる競争 であ り,そ のた めに資本
の有機 的構成 の高度化(技 術 の追求な ど)と ともに,低 コス ト,低単価 な どの経済性 の追 求は絶 え
ずお こ恋われ る。 それ らの追 求が,下 請制 を通 じて現れて くれ るのである。 そ して それ らの追求 は,
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生 産 力の発展 に ともな って独 占 ・大 資本 の支配機構 を変化 させ る。・すなわ ち,中 小工業 の資本 の循
環 を阻害 す ることによ って形成 され る支配機 構は,商 業資本 の支配 力が弱体化 し,産 業資本 によ る
流通 部門の支配 力の強化 が もた らされ る ことに よって,よ り直接 的な支配機 構へ と移行 したのであ
る』 これが下請制 の萌芽 であ り,機 械 工業 の生産工程 を分解 し,さ らにそれ を垂直的 に統合 す るこ
とで,そ れぞれ を生産工程 とのかかわ りにお いて独 占 ・大 資本 と しての大 工業が 中小工業 を外業部
的 に支配 してい くことにほかな らない。ゆ えに これは,従 属形態 の強化 であ り,下 請 制は不等価交
換 を基礎 と して展開す る独 占資本 に よる収 奪機 構の強化 と して理解 すべきであ る。
4む す び
以上の考察 は,わ が国 の機 械工業部門 が,そ の成立 と成熟 において特殊 な発達過程 をた どった こ
とに よって 「中小工業問題」 を確立 させた こ とをみ る ものであ る。 そのなかでかな りの部分 を占め
る下請制 問題 は,当 然特殊 日本的性格 を もつ もので ある。戦前 か らの研 究は,下 請制 が 日本資本発
展 の矛盾 を顕 著 に現 した もの として分析 の対 象 とな って きた。下請制 の生成 は,日 本 資本主義の肢
行的発展 が もた らした大工業 によ る中小 工業 に対 す る支配 構造の現れ であ り,資 本主義発展 の版行
性 を独 占 ・大 資本がた くみ に利 用 した結果 であ る。 そ の形 は,生 産 力の発展 段階 に応 じて問屋制
(前期的収 奪)か ら下請制へ と形態 を変 えて きたが,そ の内容 は,結 論 か らい えば独 占 ・大資本 の
利 潤追求 を基底 と した経済性 や効 率の追 求であ る。経済性 や効率 の追 求は,資 本主義経済 にお いて
経済 発展 の推進 力であ り,ど の段階 に もみ られる一般的な ものであ る。 しか し,わ が国にお いて問
題 とな るの は,こ の一般的 な追 求の もた らす結果の矛盾,す なわ ち 「しわ よせ」 が,中 小工業 さ.ら
に そこで働 く労働者へ 当 り前 の よ うに押 し付 け られ るとい うこ とであ る。 中小工業 は存 立 を確保 す
るため独 占 ・大資本 の要 求 を満 たそ うと努 力 し,そ こで抱 え込 む矛盾 をさ らに労働者へ転嫁 してい
く・ それは労働強化・ あるいは 「合理 化」の名 の もとでお こなわれ る人員削減 な どである。
今 日下請制 をめ ぐる評価 は大 き く変 わ り,日 本経済 の 「良好 なパ フ ォー マ ンス」 を支 える生産 シ
ステム として内外 か ら積極的 に称揚 され る向き もある。 これは,独 占資本 に よる中小資本への矛盾
の転嫁 が当然 の こととされ,経 済性,効 率 の追求 にのみ焦 点 を当てた見方 に映 る。 しか し.,それ ら
の追求は今 に始 まった ものではな く,戦 前 ・戦後 を通 じ資本主義 においては一 般的の ものなの であ
る。経済成長,生 産 力の発展 が,下 請制 に多 くの諸矛盾 を内包 してい ると'いう視点 を覆 い隠 して し
まっているのであ る。ひ とたび,独 占 ・大資本 によ って形成 された収奪機 構は,問 屋制,下 請制 を
つ うじて独 占的利潤 を蓄積 してい く。 その一方 では 「資本 の蓄積 はおろか,し ば しば再生産 の余 力
の
す らせば め られ る中小 工業 が広範 な存在 とな る声 のであ る。 しか し,「個々の中小 工業の存 在は独
占資本に と って問題 とはな らず,絶 えず消滅 ・生成 を繰 り返す 中小工業 は全体 として一定 の範 囲の
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なかで存続 し続 ゆるのであ る」。 当然 この ことに よ って生 じ た諸問題 は中小工業 で働 く労働 者へ押
し付 け られ るのであ る。 この点 を踏 まえて,今 …度 わが国の 「中小工業問題 」 とその なか でか な り
の比重 を もつ下請制 につ いて再検 討 する必要 があ るのではなかろ うか。
注 ① 「中小工業問題 」の本質については,藤 田敬三 ・伊東岱吉編r中 小工業 の本質』有 斐閣,1954年,39ペ
ー ジ,47ペー ジを参照。
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